
第35期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表

ネクストウェア株式会社



連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ２社

連結子会社の名称 株式会社システムシンク

株式会社OSK日本歌劇団

(2) 非連結子会社の名称 ネクストウェルネス株式会社

ネクストインベストメント株式会社

ネクストアイ株式会社

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社はありません。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称

ネクストウェルネス株式会社

ネクストインベストメント株式会社

ネクストアイ株式会社

持分法を適用しない理由

持分法を適用しない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計

算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためで

あります。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
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② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び貯蔵品 総平均法による原価法(収益性の低下による

簿価切下げの方法)

仕掛品 個別法による原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く)定率法

ただし、建物(建物附属設備は除く)並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については定額法を採用しております。

② 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア（自社利用) 社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法

ソフトウェア（販売用) 見込販売収益に基づく償却額と残存有効期

間に基づく均等配分額のいずれか大きい額

を計上する方法

その他の無形固定資産 定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。

(4) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

当社及び連結子会社１社は、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び

確定拠出年金制度を採用しております。

また、連結子会社１社は退職一時金制度を採用しております。

当社及び連結子会社１社は複数事業主制度の企業年金制度に加入しており、

自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないた

め、確定拠出制度と同様に会計処理しております。

退職一時金は、退職時に企業年金制度から支給される一時金を控除して支

給しており、退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る負債及び退

職給付費用を計算しております。

② 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における

主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識
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する通常の時点）は以下のとおりであります。

なお、当社グループの取引に関する支払条件は、通常、１年以内に支払期

日が到来し、契約に重要な金融要素は含まれておりません。

ソフトウェア開発においては、主に受注制作によるソフトウェアの開発、

提供を行っております。請負契約による取引については、システム開発の

進捗によって履行義務が充足されていくものと判断しており、履行義務の

充足に係る進捗度を合理的に見積ることができる場合は、その進捗を発生

したコストに基づくインプット法（原価比例法）により見積り、収益を認

識しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充

足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約については代替的

な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務

を充足した時点で収益を認識しております。準委任契約等による取引につ

いては、契約期間にわたり概ね一定の役務を提供するため、時間の経過に

応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期間にわた

り顧客との契約において約束された金額を契約に基づき按分して収益を認

識しております。

製品販売においては、主にハードウェア・ソフトウェアの販売を実施して

おります。契約上の受渡し条件を充足することで履行義務が充足されると

判断しており、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収

益を認識しております。

保守・サポートにおいては、主にハードウェア・ソフトウェアの保守業

務・サポート業務の提供を実施しております。保守・サポートのうち、契

約期間にわたり概ね一定の役務を提供するサービスでは、契約に基づきサ

ービスが提供される時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断して

おり、役務提供期間にわたり顧客との契約において約束された金額を按分

して収益を認識しております。

演劇・コンテンツ配信においては、主に演劇の興行及びデジタルコンテン

ツの配信サービスを実施しております。顧客に対して興行や配信を実施し

た時点で履行義務が充足されると判断しており、当該時点で顧客が購入し

たチケットの販売金額に基づき収益を認識しております。

③ 外貨建の資産又は債務の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。

④ 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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会計方針の変更

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号2022年10

月28日。以下「2022年改正会計基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適

用しております。

法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正については、

2022年改正会計基準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果

会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号2022年10月28日。

以下「2022年改正適用指針」という。)第65－２項(2)ただし書きに定める経過的

な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への

影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰

り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、

2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該

会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

会計上の見積りに関する注記

（1）固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

減損対象資産

有形固定資産 120,337千円

無形固定資産 65,388千円

投資その他の資産 11,698千円

計 197,425千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループに
ついて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として計上しております。
減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討してお
りますが、事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条
件や仮定に変更が生じ減少した場合、翌連結会計年度に減損処理が必要とな
る可能性があります。

（2）繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産 7,403千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、繰延税金資産については、将来の利益計画に基づいて課税
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所得を見積り、回収可能性があると判断した将来減算一時差異について計上
しております。
繰延税金資産の回収可能性は将来の課税所得の見積りに依存するため、その
見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じ減少した場合、翌連結会計年度
に繰延税金資産が減額され税金費用が計上される可能性があります。

（3）投資有価証券の評価

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

投資有価証券 140,211千円

投資有価証券評価損 14,602千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、市場価格のない株式について、発行会社の財政状態及び将
来の事業計画等期末時点で入手可能な情報を元に慎重に減損の要否を判断し
ております。
事業計画入手後の状況の変化により、実績が事業計画を下回る場合、翌連結
会計年度に減損処理が必要となる可能性があります。

連結貸借対照表に関する注記

1. 非連結子会社に対する投資額

投 資 有 価 証 券 ( 株 式 ) 20,000千円

2. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
該当事項はありません。

3. 有形固定資産の減価償却累計額 188,371千円

4. 当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引金融機関と当座貸
越契約を締結しております。当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとお
りであります。

当 座 貸 越 限 度 額 50,000千円

借 入 実 行 残 高 ―千円

差 引 額 50,000千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記

当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 13,015,222株

金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金調達については主に金融機関からの借入により行っており、
また、資金運用については安全性の高い金融資産で行う方針であります。
営業債権である電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。
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長期貸付金は、主に役職員に対するものであり、信用リスクに晒されております
が、社内規定に基づき適切に管理しております。
差入保証金は、賃貸借契約に伴うものであり、差入先の信用リスクに晒されてお
りますが、賃貸借契約締結に際し差入先の信用状況を確認するとともに、差入先
ごとの残高管理を行っております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。借入金は、主に運転
資金及び設備投資に係る資金の調達を目的としたものであります。営業債務や借
入債務は、流動性リスクに晒されていますが、定期的に資金繰計画を作成するな
どの方法により管理しています。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含めてお
りません（(*)を参照ください。）。また、現金は注記を省略しており、預金、電子
記録債権、売掛金、買掛金、１年内返済予定の長期借入金は短期間で決済される
ため時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)長期貸付金 13,098 12,550 △548

(2)差入保証金 60,156 51,191 △8,964

資産計 73,255 63,742 △9,512

（*）市場価格のない株式等の概要及び連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
(単位：千円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 140,211

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価

格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も
低いレベルに時価を分類しております。

（1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

該当事項はありません。
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（2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期貸付金 ― 12,550 ― 12,550

差入保証金 ― 51,191 ― 51,191

資産計 ― 63,742 ― 63,742

(注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

長期貸付金
長期貸付金の時価については、その将来キャッシュ・フローと国債の利回り等適
切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。

差入保証金
差入保証金については、想定した賃借契約期間に基づき、その将来キャッシュ・
フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値によって算定しており
おり、レベル２の時価に分類しております。

収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)

報告セグメント

ソリューション

事業

エンターテイン

メント事業
計

ソフトウェア開発 2,034,240 ― 2,034,240

製品販売 308,323 ― 308,323

保守・サポート 37,896 ― 37,896

演劇・コンテンツ配信 ― 629,299 629,299

顧客との契約から生じる収益 2,380,459 629,299 3,009,759

その他の収益 ― ― ―

外部顧客への売上高 2,380,459 629,299 3,009,759

2. 収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 4．会計方針に
関する事項 （4）その他連結計算書類作成のための重要な事項 ②重要な収益及び費
用の計上基準」に記載のとおりです。
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3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度の以降の収益の金額を理解するための情報
（1）契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 471,471

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 411,319

契約資産（期首残高） 1,350

契約資産（期末残高） 8,218

契約負債（期首残高） 39,321

契約負債（期末残高） 23,517

契約資産は、主にソフトウェア開発において、進捗度の測定に基づいて認識した収
益にかかる未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の検収時に売上債権へ振替
えられます。
契約負債は、主に、保守・サポート及び演劇・コンテンツ配信における顧客からの
前受金であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい
た額は、35,214千円であります。
当連結会計年度において、契約資産が6,867千円増加した主な理由は、年度を跨ぐソ
フトウェア開発案件の増加であります。また、当連結会計年度において、契約負債
が15,803千円減少した主な理由は、演劇・コンテンツ配信の減少であります。
過去の期間に充足(又は部分的に充足)した履行義務から、当連結会計年度に認識し
た収益（主に取引価格の変動）の額に重要性はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
残存履行義務に配分した取引価格は、概ね１年内に収益として認識され、１年を超
える金額に重要性はありません。
当初に予想される契約期間が１年以内の契約の一部であるものについては、実務上
の便法を適用し、記載を省略しております。

資産除去債務に関する注記
1. 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの
（1）当該資産除去債務の概要

エンターテインメント事業の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であ
ります。

（2）当該資産除去債務の金額の算定方法
使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は0.03%を使用して資産除去債務の
金額を算定しております。

（3）当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 5,512千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ―千円

時の経過による調整額 1千円

期末残高 5,514千円
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2. 資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上していないもの
当社グループは、本社オフィス、東京オフィス及び名古屋オフィスの各不動産賃
貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しており
ますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来オフィスを
移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。
そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 96円22銭

１株当たり当期純損失 8円34銭
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却価額は、移動平均法によ

り算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び貯蔵品 総平均法による原価法(収益性の低下による

簿価切下げの方法)

仕掛品 個別法による原価法(収益性の低下による簿

価切下げの方法)

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 定率法

ただし、建物(建物附属設備は除く)並びに

2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備については定額法を採用しております。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

ソフトウェア（自社利用) 社内における利用可能期間(５年)に基づく

定額法

ソフトウェア（販売用) 見込販売収益に基づく償却額と残存有効期

間に基づく均等配分額のいずれか大きい額

を計上する方法

その他の無形固定資産 定額法

3. 収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

は以下のとおりであります。

なお、当社の取引に関する支払条件は、通常、１年以内に支払期日が到来し、

契約に重要な金融要素は含まれておりません。

ソフトウェア開発においては、主に受注制作によるソフトウェアの開発、提供

を行っております。請負契約による取引については、システム開発の進捗によ

って履行義務が充足されていくものと判断しており、履行義務の充足に係る進

捗度を合理的に見積ることができる場合は、その進捗を発生したコストに基づ
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くインプット法（原価比例法）により見積り、収益を認識しております。なお、

契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点まで

の期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間に

わたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しており

ます。準委任契約等による取引については、契約期間にわたり概ね一定の役務

を提供するため、時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、

役務を提供する期間にわたり顧客との契約において約束された金額を契約に基

づき按分して収益を認識しております。

製品販売においては、主にハードウェア・ソフトウェアの販売を実施しており

ます。契約上の受渡し条件を充足することで履行義務が充足されると判断して

おり、製品を顧客に引き渡した時点又は顧客が検収した時点で収益を認識して

おります。

保守・サポートにおいては、主にハードウェア・ソフトウェアの保守業務・サ

ポート業務の提供を実施しております。保守・サポートのうち、契約期間にわ

たり概ね一定の役務を提供するサービスでは、契約に基づきサービスが提供さ

れる時間の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務提供期間

にわたり顧客との契約において約束された金額を按分して収益を認識しており

ます。

なお、当社が代理人に該当すると判断した一部の取引については、手数料を収

益として計上しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計方針の変更

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号2022年

10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適

用しております。

法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20－３項

ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の

変更による計算書類への影響はありません。
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会計上の見積りに関する注記

（1）固定資産の減損

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

減損対象資産

有形固定資産 79,489千円

無形固定資産 26,379千円

投資その他の資産 10,611千円

計 116,479千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表 会計上の見積りに関する注記 (1)固定資産の減損に記載した内容
と同一であります。

（2）繰延税金資産の回収可能性

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産 ―千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表 会計上の見積りに関する注記 (3)繰延資産の回収可能性に記載し
た内容と同一であります。

（3）投資有価証券及び関係会社株式の評価

① 当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券 120,211千円

関係会社株式 130,500千円

投資有価証券評価損 14,602千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結注記表 会計上の見積りに関する注記 (4)投資有価証券の評価に記載した
内容と同一であります。

貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産
該当事項はありません。

2. 有形固定資産の減価償却累計額 128,253千円

3. 関係会社に対する金銭債権債務

短 期 金 銭 債 権 72,253千円

短 期 金 銭 債 務 43,547千円

4. 取締役等に対する金銭債権

金 銭 債 権 11,832千円
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損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
売 上 高 1,753千円

営 業 費 用 278,410千円

営 業 取 引 以 外 の 取 引 高 110,230千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 308,719株

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

貸倒引当金 514千円

未払事業税 2,596千円

投資有価証券評価損 12,268千円

関係会社株式評価損 49,547千円

税務上の繰越欠損金 73,213千円

その他 3,041千円

繰延税金資産小計 141,181千円

評価性引当額 △141,181千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金資産の純額 ―千円

（注）繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれます。

固定資産―繰延税金資産 ―千円

収益認識に関する注記

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記 3．収益及び費用の計上基準」に記

載のとおりです。
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関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種 類
会 社 等
の 名 称

議決権等
の所有(被
所有)割合

(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

子 会 社

㈱システム
シンク

所有
直接100.0

資金の預託元
資金の貸付先
ソフトウェア
の開発委託
当社従業員の
出向
管理業務の代
行
共通経費の請
求
役員の兼任

資金の預り
(注1)

343,000

― ―
利息の支払
(注1)

351

資金の貸付
(注1)

87,000
関係会社短期貸付金 41,500

利息の受取
(注1)

355

配当金の受取 108,000 ― ―
ソフトウェア
開発の委託等
(注2)

77,525 買 掛 金 25,222

出向料の受取
(注3)

12,212

未収入金 16,051

管理業務代行
料の受取
(注4)

32,761

共通経費の
請求
(注5)

20,500

㈱OSK日本歌
劇団

所有
直接100.0

資金の貸付先
当社従業員の
出向
管理業務の代
行
共通経費の請
求
役員の兼任

資金の貸付
(注1)

108,000
関係会社短期貸付金 84,000

利息の受取
(注1)

1,068

出向料の受取
(注3)

15,280

未収入金 54,169

管理業務代行
料の受取
(注4)

41,849

共通経費の
請求
(注5)

25,500

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注1) 資金の預り及び貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注2) ソフトウェアの開発委託等については、公正な価格を基礎とした取引条件で行っております。
(注3) 出向料の受取については、出向者に係る人件費相当額を基礎として合理的に決定しておりま

す。
(注4) 管理業務代行料の受取については、当該業務に係る費用を基礎として合理的に決定しておりま

す。
(注5) 共通経費の請求については、実際発生額を基礎として利用割合に応じて合理的に決定しており

ます。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 99円17銭

１株当たり当期純利益 24銭
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